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平成 19年 8月 17日 
報道・出版関係の皆様、       

 
青果向け「生産資材適正使用安全管理システム」ＡＳＰサービスを開始！ 

 

農林水産省平成１８年度ユビキタス食の安全・安心システム開発事業による開発成果 

 
特定非営利活動法人 農業ナビゲーション研究所 

 
∽∽∽∽∽∽∽∽∽∽∽∽∽∽∽∽∽∽∽∽∽∽∽∽∽∽∽∽∽∽∽∽∽∽∽∽∽∽∽∽∽∽∽∽∽ 
 
特定非営利活動法人農業ナビゲーション研究所は、野菜・果樹・水稲など青果全般に対応した、防除
基準と防除計画の作成・事前判定と、それらの基準や計画に基づく農薬や肥料などの生産資材の適正使
用の事前判定と現場での警告情報の入手、更には履歴自動記帳、農薬・肥料の登録情報の照会などをイ
ンターネット経由で利用できる「生産資材適正使用安全管理システム」ＡＳＰサービスを開始しました。 
 
当システムは、農林水産省平成１８年度ユビキタス食の安全・安心システム開発事業で採択された「生
産資材適正使用ナビゲーションシステムと統合された小規模事業者に導入可能なトレーサビリティシ
ステムの開発実証」において開発作業と実証試験を行いました。複数のＪＡにおける現地実証の結果、
当システムによるＡＳＰサービスの有効性と実用性が確認されました。 
 
当システムは、全国の利用者が低コストで利用できるよう汎用的な仕様に統一するとともに、いつで
も、誰でもインターネットを介して利用できるよう、いわゆるＡＳＰシステムの方式を採用しました。
これにより、現場でサーバ機などを用意する必要がなくなり、パソコンや携帯電話で時間を気にせず、
簡単に利用することができます。現場で最も普及性の高いＯＣＲ用紙にも対応し、生産者からの報告を
効率的に処理することができ、ＪＡなどで組織的な普及を図ることが可能になります。更に、特別栽培
認証制度に対応した判定機能を用意するなど付加価値の高い生産を支援します。 
 
当システムの開発に当たっては、生産者、ＪＡなどの生産団体の他に、農水省はじめ行政機関、大学
などの試験研究機関や業界団体など現場の方々と専門家の方々など多数の参画をいただきました。 
 
実証産地である山形県においては、ＪＡやまがた、ＪＡてんどう、ＪＡ神町など複数のＪＡで実運用
が始まっており、既に１万人を越える生産者の生産履歴情報を管理しています。 
 
ＡＳＰサービスの実施にあたっては、サービスの継続的・安定的な提供と、青果物トレーサビリティ
情報の第三者の立場での管理、全国の利用者への汎用的な普及を目的として、特定非営利活動法人（Ｎ
ＰＯ）を設立し、運営することにいたしました。 
 
 また、普及推進にあたっては、農業ソフト分野で実績のあるソリマチ株式会社と業務提携することに
より、全国的な展開を図ってまいります。 
 
∽∽∽∽∽∽∽∽∽∽∽∽∽∽∽∽∽∽∽∽∽∽∽∽∽∽∽∽∽∽∽∽∽∽∽∽∽∽∽∽∽∽∽∽∽ 
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■ 「生産資材適正使用安全管理システム」ＡＳＰサービスの概要 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
（１）システムの特徴 
・農薬・肥料の登録情報に加えて、適用作物、肥料、生産者、ほ場、作業などのマスター情報をＪＡ
などの集出荷団体毎に登録、利用できます。 
・野菜、果樹、水稲など品目全般に対応します。 
・ＪＡなどの集出荷団体毎に独自の防除基準、防除・栽培計画を作成できます。 
・防除基準と防除・栽培計画の作成から出荷までの生産・出荷段階における様々な段階での、農薬、
肥料などの生産資材の適正使用の事前判定と現場での警告情報の入手を行います。 
・判定結果を生産履歴情報として自動記帳します。 
・特別栽培認証制度に対応した防除基準と防除・栽培計画の作成と資材の適正使用判定を行います。 
・流通トレーサビリティシステムに必要な情報を作成し、出荷時にロット情報を格納したＱＲコード
を発行できます。 

・ほ場の範囲を指定し、複数のほ場・品目での資材の適正使用判定を行ない、地図システムにより判
定結果をビジュアルに表示します。（※クライアント側にソフトの導入が必要です）  

・携帯電話やＯＣＲなど多様な入出力デバイスに対応します。 
・農業ナビゲーション研究所での集中一元管理によるＷｅｂＡＳＰシステムにより、全国均一なサー
ビスを提供します。 

 
（２）システム利用のメリット 
 ・登録情報に基づき判定・確認することにより、生産資材全般の適正使用を支援します。 
・ポジティブリスト制度に対応したドリフト対策に有効です。 
・生産現場での簡易な利用やシステム初期投資が極めて小さいことから、普及が容易です。 
 ・履歴情報を第三者機関（農業ナビゲーション研究所）が一元管理することで信頼性が担保されます。 
 ・集出荷団体による営農指導、計画販売などに活用することができます。 
 
 
 
                            時間と場所を選ばない簡易な利用 
                            生産者と集出荷団体との情報共有 
 
 

ＪＡ           生産者 

 

農薬・肥料など
農業生産資材全般
の共通ＤＢ提供

主
な
機
能

主
な
デ
ー
タ

農薬・肥料など
資材登録情報

防除・栽培
計画情報

生産者情報 出荷管理情報生産履歴情報

農薬・肥料など
農業生産資材全般
の事前判定・警告

農薬・肥料など
農業生産資材全般
の履歴自動記帳

ロット番号などの
出荷情報管理と
ＱＲコードの発行

地図上での近隣ほ場
を含むドリフト可能性
ビジュアル判定

社団法人
日本植物防疫協会

社団法人
日本植物防疫協会

農林水産省
消費・安全局
農産安全管理課

農林水産省
消費・安全局
農産安全管理課

データ提供
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（３）生産資材適正使用の事前判定と現場警告の特徴 
  生産計画から販売まで、農薬や肥料などの生産資材の適正使用を多段階で判定し、警告情報を入手
します。これにより、人為的なミスによる生産資材の誤使用を未然に防止し、生産資材のリスク管理
を実現します。法定基準だけでなく、ＪＡなどの独自の防除基準や防除計画、特別認証制度などに対
応できることから、様々な現場で幅広く活用できます。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（４）携帯電話による履歴自動記帳の特徴 
  携帯電話でもパソコンと同様に、農薬や肥料の適正使用を事前判定し、判定結果を履歴情報として
自動記帳できます。携帯電話による記帳では、生産現場で利用できるばかりでなく、「いつ」、「どこ
で」、「だれが」、「何を」、「なぜ」、「どのように」の５Ｗ１Ｈの情報を簡単に記録することができます。 
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■実証事業に参画した主な協力団体 

 
（１）産地・集出荷団体 

東宇和農業協同組合、株式会社内子フレッシュパークからり、全国農業協同組合連合会山形県 
本部、山形農業協同組合、天童市農業協同組合、神町農業協同組合、山形東郷農業協同組合、 
さがえ西村山農業協同組合、沖縄県農業協同組合 

（２）流通・加工業者 
東京千住青果株式会社、金港青果株式会社、東京豊島青果株式会社、水信商店株式会社 

（３）小売業者 
全日食チェーン商業協同組合連合会、全日本食品株式会社、株式会社ケンゾー、株式会社富分、
株式会社横浜水信 

（４）協力機関・団体 
独立行政法人農業･食品産業技術総合研究機構中央農業総合研究センター・果樹研究所、 
農林水産省消費･安全局農産安全管理課、独立行政法人肥飼料検査所、独立行政法人農薬検査所、
社団法人日本植物防疫協会、農薬工業会、社団法人全国農業改良普及支援協会、筑波大学大学院、 
東京農業大学、茨城大学農学部、愛媛県農林水産部農産園芸課、愛媛県農業試験場、 
山形県農林水産部エコ農業推進課、山形県立農業大学校、沖縄県農林水産部営農支援課、 
農薬ナビ実用化協議会、農業情報学会・普及部会 

（５）システムベンダー 
   ソリマチ株式会社、ソリマチハイテクノロジーズ株式会社、株式会社ＮＴＴデータ、 

富士通株式会社、株式会社アグリコミュニケーションズ、日本電気株式会社 
（６）事業実施団体 
   特定非営利活動法人農業ナビゲーション研究所 
 
■本件への問い合わせ先 

 
   

事務局  代表理事専務（事務局長兼務） 木村 浩 

TEL：03-5791-3550 FAX：03-5791-3568 Mail：info@nnavi.org 
 
《 ＮＰＯの紹介 》 
当研究所は、産官学民一体となって、農薬、肥料、動物用医薬品などに代表される生産資材の適正 
使用を支援するナビゲーションシステムに関する研究、開発・運用、普及・啓発活動などの事業を行い、
生産資材の誤用防止・適正使用を推進し、安全で安心な食生活ができる健康的で豊かな社会の実現に 
寄与することを目的として、平成１８年７月に設立されました。 
 
○設  立 2006年 7月 25日 
○所 在 地 〒141-0022 東京都品川区東五反田 3丁目 18 番 6 号 ソリマチ第 8ビル 5階 
○事業内容 ・調査・研究事業   ・情報処理サービス事業  ・システム開発・運用事業   

・教育・研修事業   ・普及・啓発事業     ・ネットワーク構築事業 
○主な構成員 農水省関連の試験研究機関・普及機関、国立大学、民間企業に属する法人・個人など 
 

以上 


